
 
平成 28 年 10 月吉日 

社会福祉法人ぷろぼの支援者の皆さまへ 
社会福祉法人ぷろぼの 
理事長  山内 民興 

 
寄附のお願い 

 
“社会福祉法人ぷろぼの”は、主に障がいのある方が働き自立した生活ができることを支援する福祉活動

をしています。障がいのある方が働くために、支援計画の作成、目標の設定、日々の訓練、就職活動までを

ワンストップでできる福祉システムの構築を進めています。 
この活動の場所に集う障がいのある方々に癒しの居場所を提供したいという思いが予てよりあり、その居

場所とはどういうものだろうと考え、たどり着いた結論は、“木に包まれた空間”でした。それが木造ビル

建築という夢に膨らんでいきました。 
夢を現実に後押ししたのが、ＣＬＴ工法という新しい建築技法でした。以前からマスコミなどで報道され

ていたことで、“木の厚みからくる温かさ”、“５０年の使用に耐える耐震強度”、“奈良の気温や湿度を緩和

する断熱性”というＣＬＴの魅力に惹かれていた私のＣＬＴでビルを建てたいという思いを形にできたのは、

建築に関与いただいた方々のご尽力は当然ながら、ＣＬＴの普及に取り組んでおられる建築業界の方々の

並々ならぬ思いが結実したものと認識しております。 
私たちは、この木造福祉施設を「Felloｗ Ship Center（フェローシップセンター）」と名付けました。

障がいのある方、若き企業家、働くママ、地域の高齢者や子供たち、みんなが仲睦まじく寄り添え合える共

同体として地域に根差していくことを願っています。 
ここに、更なる施設の充実に向けたご支援を頂戴できればと寄附のお願いをさせていただきました。ＣＬ

Ｔから広がる共生社会の実現に是非皆様のお力を頂戴できますよう何卒宜しくお願い申し上げます。 
 

記 
 
 ご支援ありがとうございます。お手数をお掛けいたしますが、次のお手続きをお取りいただけますよう 
 お願い申し上げます。 
 
 １）添付の寄附金申込書に必要事項をご記入のうえ、郵便・ファクシミリ・E メールのいずれかの 
   方法で下記までお送りください。 
    社会福祉法人ぷろぼの 事務局 
    〒630－8115 奈良県奈良市 3 丁目 5－39 第 3 やまと建設ビル 302 号 
    TEL/FAX 0742-81-7032  E-mail：probono@vport.org  URL:http://probono.vport.org/ 
 
 ２）下記口座へ寄附金のお払い込みをお願い致します。 

南都銀行（０１６２） 大宮支店（０３０） 
 普通 ２１０９７５３ 社会福祉法人ぷろぼの 

誠に恐縮ですが、振り込みに係る手数料は、ご負担くださいますようお願い致します。 
 
    後日、領収書をお届け致します。 
 

以上 



寄附申込 FAX 0742－81－7032  Email：probono@vport.org 

 

社会福祉法人ぷろぼの 行         年  月  日 

寄 附 申 込 書 

金           円也 
 

社会福祉法人ぷろぼのの事業活動・目的に賛同し、上記寄附金を申し込みます。 

（振込予定日：    年    月    日）  

 

申込者氏名  

住   所 

〒 

 

 

TEL  FAX  

Email  

領収証の要否 要  ・  不要  （いずれかに○をお付けください。） 

ぷろぼのホーム 

ページへの掲載可否 
可  ・  否   （いずれかに○をお付けください。） 

 

ただし、この寄附金は、 

 

 １． 法人のために使用してください。 

 

 ２． 施設のために使用してください。（施設                    ） 

 

    ３． 下記の目的で使用してください。 

        目的 

 

 ４． 法人に一任します。 

 

＜寄附申込書 送付先＞ 

 FAX 0742-81-7032 Email：probono@vport.org   TEL 0742-81-7032（FAX と同じ） 

 〒630-8115 奈良県奈良市大宮町 3-5-39 第 3 やまと建設ビル 302 号 

         社会福祉法人ぷろぼの 事務局 

 

＜寄附金 振込先＞ 

 南都銀行（０１６２） 大宮支店（０３０） 

 普通 ２１０９７５３ 社会福祉法人ぷろぼの 

 大変恐縮ですが、振り込みにかかる手数料はご負担いただけますようお願い申し上げます。 

 

＜税制優遇について＞ 

 社会福祉法人への寄附は、所得税法第 78 条第２項第 3 号の寄附金控除又は法人税法第 37 条 

第 1 項、法人税法第 37 条第 4 項該当の損金算入対象となります。 


